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第 1 章 総則 

第１節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号。以下、「基本法」という。)

第 42 条の規定に基づき、恵庭市の地域に係る地震災害に関して、予防、応急対策及

び復旧等の災害対策を実施するに当たって防災関係各機関が行うべき事務又は業

務を定めて、市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的する。 

 

(略) 

 

第３節 計画の効果的促進 

（略） 

 新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症

対策の徹底や避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を 

含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

(略) 

第 1 章 総則 

第１節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号。以下、「基本法」という。)

第 42 条の規定に基づき、恵庭市の地域に係る地震災害に関して、予防、応急対策及

び復旧等の災害対策を実施するに当たって防災関係各機関が行うべき事務又は業

務を定めて、市民をはじめ観光客や外国人等、恵庭市に滞在するあらゆる人々の生

命、身体及び財産を災害から保護することを目的する。 

(略) 

 

第３節 計画の効果的推進 

（略） 

災害対応に当たる職員等の感染症対策の徹底や避難所における避難者の過密抑

制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。 

また、東日本大震災や令和６年能登半島地震など、これまでに我が国で発生した

大規模災害の教訓等を踏まえ、積雪寒冷地である本道の地域特性を加味し、複合災

害も考慮した防災対策の推進を図らなければならない。 

また、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピュ

ーティング技術 、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する。デジ

タル化に当たっては、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制等

の整備を図らなければならない。 

(略) 

 

 

保護する対象者に

滞在者も含むこと

を明示 

【北海道】 

 

 

 

新型コロナの５類

感染症への移行を

踏まえた修正【日

赤看護大】 

 

教訓や地域特性を

加味 

【札幌管区気象

台】 

 

新技術活用の観点

を導入 

【北海道】 
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第５節 市民及び事務所の基本的責務 

（略） 

1 市民の責務 

（略） 

⑴ 平常時の備え 

 ア～ク（略） 

（新設） 

⑵ 災害時の対策 

 ア～カ（略） 

（新設） 

（略） 

第２章 恵庭市の地勢と災害の概要 

（略） 

第１節 自然条件 

（略） 

２ 地震災害の状況（北海道） 

北海道で記録が残っている被害地震は、1611 年（慶長 16 年）の三陸はるか沖地

震以来、約 410 年間に 100 回以上発生しており、昭和 20 年以降においても、1952

年（昭和 27 年）の十勝沖地震、「1968 年十勝沖地震」、1960 年（昭和 35 年）の

「チリ地震津波」、「1973 年 6 月 17 日根室半島沖地震」、「昭和 57 年（1982 年）浦

河沖地震、「昭和 58 年（1983 年）日本海中部地震」、「平成 5年（1993 年）釧路沖

地震」、「平成 5年（1993 年）北海道南西沖地震」、「平成 6年（1994 年）北海道東

第５節 市民及び事務所の基本的責務 

（略） 

1 市民の責務 

（略） 

⑴ 平常時の備え 

 ア～ク（略） 

ケ ＳＮＳ等の情報の発信元を確認するなど、情報リテラシーの向上 

⑵ 災害時の対策 

 ア～カ（略） 

 キ インターネット上における真偽の不確かな情報の拡散防止 

（略） 

第２章 恵庭市の地勢と災害の概要 

（略） 

第１節 自然条件 

（略） 

２ 地震災害の状況（北海道） 

北海道で記録が残っている被害地震は、1611 年（慶長 16 年）の三陸はるか沖地

震以来、約 410 年間に 100 回以上発生しており、昭和 20 年以降においても、1952

年（昭和 27 年）の十勝沖地震、1960 年（昭和 35 年）の「チリ地震津波」、「1968

年十勝沖地震」、「1973 年 6 月 17 日根室半島沖地震」、「昭和 57 年（1982 年）浦河

沖地震」、「昭和 58 年（1983 年）日本海中部地震」、「平成 5年（1993 年）釧路沖

地震」、「平成 5年（1993 年）北海道南西沖地震」、「平成 6年（1994 年）北海道東

 

 

 

 

 

リテラシー向上を

追記【北海道】 

 

偽情報拡散防止を

追記 

【放送、有識者】 

 

 

 

 

 

時系列の整理 

【恵庭市】 
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方沖地震、「平成 15 年（2003 年）十勝沖地震」と大きな被害を及ぼした大地震

（津波）が発生している。 

特に、「平成 5 年（1993 年）北海道南西沖地震」では大津波と火災により、死者

201 名、行方不明者 28 名という大惨事となった。なお、本市における地震災害は、

下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第３章 防災体制 

第２節 地震に関する情報 

（略） 

１ 気象庁が発表する地震情報 

⑴  緊急地震速報 

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合または長周期地震動階級３

以上の揺れが予想された場合に、震度４以上または長周期地震動階級３以上が予想

された地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表する。なお、震度が６弱以上また

は長周期地震動階級４の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報

に位置づけられる。 

方沖地震」、「平成 15 年（2003 年）十勝沖地震」と大きな被害を及ぼした大地震

（津波）が発生している。 

特に、「平成 5 年（1993 年）北海道南西沖地震」では大津波と火災により、死者

201 名、行方不明者 28 名という大惨事となった。なお、本市における地震災害は、

下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第３章 防災体制 

第２節 地震に関する情報 

（略） 

１ 気象庁が発表する地震情報 

⑴  緊急地震速報 

最大震度５弱以上の揺れが予想された場合または長周期地震動階級３以上の揺

れが予想された場合に、震度４以上または長周期地震動階級３以上が予想された地

域に対し、緊急地震速報（警報）が発表される。なお、震度が６弱以上または長周

期地震動階級４の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置

づけられる。 

 

 

 

 

 

恵庭市地域防災計

画一般災害対策編

との整合 

【恵庭市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

【札幌管区気象台】 
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（略） 

⑵  地震活動に関する解説情報 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

⑵  地震活動に関する解説情報等 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

北海道地域防災計

画との整合 

【恵庭市】 
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第４章 災害予防計画 

第３節 地震に関する防災知識の普及・啓発 

（略） 

防災知識の普及・啓発に当たっては、避難行動要支援者に十分配慮し、地域にお

いて災害時要援護者を支援する体制が確立されるよう努めるとともに、被災時の男

女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

 

 

（略） 

３ 普及・啓発の時期 

防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、

防災とボランティアの日、防災とボランティア週間等、普及の内容により最も効果

のある時期を選んで行うものとする。 

 

第５章 災害応急対策計画 

（略） 

第３節 災害情報等の収集・伝達計画 

（略） 

１ 災害情報等の収集及び伝達体制の整備 

⑴ ～⑷（略） 

⑸ 防災関係機関は、それぞれが有する情報組織、情報収集手段、通信ネットワー

ク等を全面的に活用し、迅速・的確に災害情報等を収集し、相互に交換するものと

第４章 災害予防計画 

第３節 地震に関する防災知識の普及・啓発 

（略） 

防災知識の普及・啓発に当たっては、避難行動要支援者に十分配慮し、地域にお

いて災害時要援護者を支援する体制が確立されるよう努めるとともに、被災時の男

女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう、女性リーダーの育成や防

災会議の委員に占め女性の割合を高めるなど、防災の取組への男女共同参画に努め

る。 

（略） 

３ 普及・啓発の時期 

防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、

火山防災の日、防災とボランティアの日、防災とボランティア週間等、普及の内容

により最も効果のある時期を選んで行うものとする。 

 

第５章 災害応急対策計画 

（略） 

第３節 災害情報等の収集・伝達計画 

（略） 

１ 災害情報等の収集及び伝達体制の整備 

⑴ ～⑷（略） 

⑸ 防災関係機関は、それぞれが有する情報組織や無人航空機、ＳＡＲ衛星等の情

報収集手段、通信ネットワーク等を全面的に活用し、迅速・的確に災害情報等を収

 

 

 

男女共同参画の観

点を明記 

【とかち防災マスタ

ーネットワーク】 

 

 

 

 

「火山防災の日」

の制定に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画との

整合及び国の自主



恵庭市地域防災計画 地震災害対策編 新旧対照表 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

また、被災地における情報の迅速かつ正確な収集・連絡を行うための情報の収集・

伝達手段の多重化・多様化に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集し、相互に交換するものとする。その際、ヘリ搭載カメラ、定点カメラなど様々

な手段を用いて情報収集に当たるとともに、夜間はヘリ搭載赤外線カメラ等につい

ても積極的に活用するものとする。 

また、被災地における情報の迅速かつ正確な収集・連絡を行うための情報の収集・

伝達手段の多重化・多様化、非常用電源の確保に努めるものとする。 

 

点検レポートを踏

まえた修正 


